
 

契約書   
 

 

株式会社(以下、「甲」とする)と、アイスクライム株式会社(以下、「乙」とする)とは、乙の行う有料職業紹介に関して、下記

のとおり契約を行うものとする。  

 

第１条（紹介業務）  

乙は、甲からの要請により、下記の役務を甲に提供するものとする。  

① 甲の要請に従った、適切な人材（以後、採用決定前の人材を「候補者」とする）の紹介及び採用にいたらしめるまでの

活動  

② 人材採用に関する事項のコンサルティング及び情報の提供  

 

第２条（情報管理）  

甲及び乙は、本契約履行により得られた相手方の会社情報及び候補者に関する情報を適切に管理し、目的の範囲外で利用しない

ことを約束する。 

 

第３条（対価）  

甲は、乙が甲に紹介した候補者を採用したときは、乙が実施した人材の紹介に対する対価（以下、「紹介手数料」とする）とし

て、以下のとおり紹介手数料を支払うものとする。  

①  採用決定者（以後、採用が決定した候補者を「採用決定者」とする）の想定年収の 30％とする  

② 前号の想定年収とは、採用決定者に明示した月額給与（通勤手当を除く。ただし算定可能な諸手当は全て含む）の１２

ヶ月分と、標準賞与月数である 4.2 カ月分とを合算した額とする。 

 

第４条（支払）  

１．乙が甲に紹介した採用決定者の入社月の月末締、翌月末払とする。  

２．前項にいう入社とは、雇用形態を問わず、採用決定者が甲に勤務を開始した場合をいう。  

 

第５条（消費税）  

成功報酬には消費税は含まれないものとし、別途、消費税として乙は甲に対して、成功報酬とあわせて請求し、甲はこれに基づ

き乙に払うものとする。  

 

第６条（返還）  

１．採用決定者が入社日以後、入社日から起算して次項に定める期間に当人の一身上の都合で退職した場合は、乙は第３条第１

項に基づき、既に支払われた当該採用決定者についての紹介手数料を甲に返還するものとする。  

２．前項において、乙が甲に当該採用決定者についての紹介手数料を返還する場合は、以下のとおりとする。  

・ 入社後 1ヶ月未満に退職した場合、紹介手数料の 50％  

・ 入社後 1ヶ月以上 3ヶ月未満に退職した場合、紹介手数料の 30％  

３．ただし、甲の都合による解雇、甲に起因する退職の場合は前項の適用を除外するものとする。  

 

第７条（候補者と業務委託契約等を締結する場合） 

甲は乙が紹介した候補者と業務委託契約又はそれに準ずる契約を締結することとなった場合、以下各号にしたがって紹介手数料

を乙に対し支払う。  

１.業務委託契約終了後に正社員登用予定がある場合  

雇用契約に定める勤務開始日を「入社日」とみなし、第３条（対価）の規定を準用する。 

２. 業務委託契約終了後に正社員登用予定がない場合 

甲は、乙に対し、以下の計算式に基づいた紹介手数料を支払うものとする。 

 業務委託料（月額）×契約期間（月数）×35％ 

※ただし紹介手数料の算定対象となる契約期間は最大 12ヶ月とする  

３.業務委託契約日から１年以内に突発的に正社員登用となった場合  

甲は、乙に対し、正社員登用を行う旨を通知する義務を負い、かつ、以下の計算式に基づいた紹介手数料（税別）を支払うもの

とする。 

第３条に基づいて計算した紹介手数料 －（前項に基づいて支払った紹介手数料） 

 

第８条（重複応募） 

１.甲は、乙が応募者を紹介した後に、当該応募者について他の手段により応募があった場合には、乙の紹介による応募を優先し

て取り扱うものとする。その際甲は速やかに乙に報告をし、乙より応募者に乙を経由して活動を進めるか確認のうえ確認がとれ

次第乙の応募者として正式に選考を再開する。また、甲は、乙が紹介した応募者について、既に他の手段により応募があった場

合には、すみやかに乙にその旨通知するものとする。 

２.甲は、当該応募者の選考が終了した後であっても、乙が応募者を紹介した日から 1年以内に当該応募者と直接連絡を取る場合

には事前に乙に対してその旨通知する。乙が応募者を紹介した日から 1 年以内に再エントリーがあり採用に至った場合甲は乙に

その旨を報告し乙は紹介手数料を請求することが出来る。 

 

第９条（乙を通さない採用） 

１．甲は、正式に採用が決定するまで、乙を介さずに候補者と直接選考内容について、協議等をしないこととする。 

２．甲が、乙の同意なくまたは乙を介さずに、独自に候補者の採用を決定して入社させた場合にも、乙は甲に対して紹介手数料

等を請求することができるものとする。 

 

第１０条（求人条件等の開示・公開） 

甲は、事前に開示・公開を希望しない旨を指定した場合を除き、甲が求人票に記載した求人条件および一般的に公開されている

甲の企業情報を乙が候補者を公募するために乙または乙の業務提携先が運営、提供または指定するインターネットウェブサイト

等において開示・公開することに同意するものとする。 

 

第１１条（契約の解除） 

１．甲及び乙は、相手方に次の各号に掲げる事由の一が生じたときは、何らの催告なく直ちに本契約を解除することができる。 



 
① 支払いの停止又は仮差押、差押、競売、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始の申し立てがあったとき 

② 手形交換所の取引停止処分を受けたとき 

③ 租税公課の滞納処分を受けたとき 

２．甲又は乙は、相手方の債務不履行が相当期間を定めてした催告後も是正されないときは、本契約を解除することができる。 

 

第１２条（反社会的勢力の排除） 

１.      甲及び乙は、その役員（取締役、執行役、執行役員、監査役又はこれらに準ずる者をいう。）又は従業員において、暴

力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等

標榜ゴロ又は特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下「反社会的勢力等」という。）に該当しないこと、及び次の各

号のいずれにも該当せず、かつ将来にわたっても該当しないことを確約し、これを保証するものとする。 

1       反社会的勢力等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

2       反社会的勢力等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

3       自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に反社会的

勢力等を利用していると認められる関係を有すること 

4       反社会的勢力等に対して暴力団員等であることを知りながら資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしてい

ると認められる関係を有すること 

5       役員又は経営に実質的に関与している者が反社会的勢力等と社会的に非難されるべき関係を有すること 

 

２.      甲及び乙は、自ら又は第三者を利用して次の各号の一にても該当する行為を行わないことを確約し、これを保証する。 

1       暴力的な要求行為 

2       法的な責任を超えた不当な要求行為 

3       取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

4       風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて相手方の信用を毀損し、又は相手方の業務を妨害する行為 

5       その他前各号に準ずる行為 

 

３.      甲及び乙は、相手方が本条に違反した場合には、催告その他の手続を要しないで、直ちに本契約を解除することができ

るものとする。 

 

４.      甲及び乙は、本条に基づく解除により相手方に損害が生じた場合であっても、当該損害の賠償義務を負わないものとす

る。また、当該解除に起因して自己に生じた損害につき、相手方に対し損害賠償請求することができるものとする。 

 

第１３条（免責） 

乙は、自己の責に帰すべき事由がある場合を除き、甲と候補者間、甲と応募者間、甲と採用決定者間、その他甲と第三者間との

トラブルその他の紛争等については、一切の責任を負わないものとする。 

 

第１４条（契約期間） 

本契約の有効期間は、契約締結日から１年間とする。ただし、期間満了の１ヶ月前までに甲及び乙から別段の意思表示がないと

きは、本契約はさらに１年間同一の条件をもって自動的に継続されるものとし、以後も同様とする。 

 

第１５条（合意管轄） 

甲及び乙は、本契約に関し、万一訴訟の必要が生じたときは、東京地方裁判所を第一審管轄裁判所とすることに合意する。 

 

第１６条（協議） 

本契約に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、甲及び乙は、信義誠実の原則に従い協議して、円滑に解決を図るものとする。 

 

本契約締結の証として、本契約書２通作成し、甲乙それぞれ記名捺印のうえ各１通ずつ保有する。 

 

2025 年  4 月  1 日  

 

（甲）  

                                         

                                         

                                         

                                         

（乙）  

鳥取県東伯郡琴浦町美好 10 

アイスクライム株式会社  

代表取締役  

大河内真生  


